
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 地区計画区域内で建築行為等を行う場合の手続の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行為の種別 図 面 図面の縮尺 備 考 

①各行為（②～⑤）に共通 案内図 適宜 方位、道路及び目標となる地物等を表示 

②土地の区画形質の変更 
区域図 1/1000 以上 

当該行為を行う土地の区域、当該区域内及び

その周辺の公共施設の状況等を表示 

設計図 1/100 以上 切土、盛土の範囲等を表示 

③建築物の建築・用途の変更 

工作物の建設 

配置図 1/100 以上 
敷地内における建築物等の位置と壁面の後

退距離を表示 

立面図 1/ 50 以上 ２面以上（屋根及び壁面の色を記入） 

平面図 1/ 50 以上 各階のもの（工作物の場合は不要） 

④建築物等の形態又は意匠の 

変更 

配置図 1/100 以上 敷地内における建築物等の位置を表示 

立面図 1/ 50 以上 ２面以上（屋根及び壁面の色を記入） 

⑤門、塀、垣、柵の設置・改修 
配置図 1/100 以上 敷地内における門、垣等の位置を表示 

立面図 1/ 50 以上 ２面以上（材料・高さ等を表示） 

⑥その他必要と認める書類 

① 土地の区画形質の変更（土地を分筆して宅地造成するなど土地の区画形質の変更を行う場合等） 

② 建築物の建築（建築物の新築、増改築又は移転（建築物に付属する門又は塀の移転を含む）を行

う場合等） 

③ 工作物の建設（一定規模以上の屋外広告物の建設、擁壁等の築造又は改修を行う場合等） 

④ 建築物の用途の変更（建築物の使用用途の変更を行う場合） 

⑤ 建築物等の形態又は意匠の変更（建築物の外壁、屋根の色彩の変更を行う場合等） 

不適合 適合 

設
計
変
更

建築確認を要しないもの 

  

勧告 

【地区の位置】 

⑴ 届出が必要な行為 

※地区計画の届出とは別に、新青梅街道沿道地区まちづくり計画の届出 

（まちづくり計画の区域内における建築行為等の届出書のみ）が必要となる場合があります。 

【地区計画とは】 

事
前
相
談 

地
区
計
画
の
届
出

届
出
の
審
査 

工
事
着
手 

都市核土地区画整理事業区域 

（都市核地区地区計画） 

適 合 
建築確認を 
要するもの 

確
認
申
請

確認
適
合
通
知 

〇本町一丁目、同二丁目地内 
〇三ツ木一丁目、同二丁目地内
〇三ツ藤一丁目、同二丁目、 

同三丁目地内 

地区計画とは、良好な市街地環境の形成・保持を図

るため、建築物等に関する事項など地区の特性にふさ

わしいきめ細かなまちづくりのルールを都市計画法に

基づいて定めるものです。 

⑴ 地区計画の目標 

 

このリーフレットは、新青梅街道

沿道第一地区から第四地区の「地

区計画の内容」と「建築行為等を行

う場合の手続」をまとめたものです。

この内容を十分にご理解のうえ、

ご協力をお願いします。 

新青梅街道沿道では、新青梅街道の拡幅整備に合わせて、沿道の適正かつ効果的な土地利用の誘

導を図るとともに、周辺環境と調和した沿道型の商業業務施設や中低層住宅が複合的に立地するに

ぎわいと活力のある沿道市街地の形成を図ることを目標とします。 

リーフレットの内容

新青梅街道沿道第一地区～第四地区 地区計画 

（地区計画の概要と届出手続） 

① 地区計画の区域内における行為の届出書 

② 建築計画概要書（建築確認申請に提出するもの一式）の写し 

③ 添付図面 （下記 「設計図書の種類」を参照のこと） 

④ 確約書（垣又は柵の構造や建築物の形態又は意匠が未定の場合） 

⑤ 委任状（申請者と届出者が異なる場合） 

⑥ その他必要と認める書類 

⑵ 届出に必要な書類（正副各 1 部） 

１．地区計画の概要                             ～２頁に続く～

【新青梅街道沿道地区まちづくりの方針図】 
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第二地区 

令和４年２月発行 

＜設計図書の種類＞ 

武 蔵 村 山 市  

【お問合せ先】 

武蔵村山市都市整備部都市計画課  
〒208-8501 東京都武蔵村山市本町一丁目１番地の 1 

TEL：042-565-1111 内線 274  FAX：042-566-4493 １

地区計画の区域内で建築行為等を行う場合、建築主等は、当該行為に着手する日の３０日前

までに、その内容を市長に届け出なければなりません。 

市では、届出された建築計画等が地区計画の内容に適合しているかどうかを審査し、適合し

ている場合は、適合通知書を交付します。また、建築計画等が地区計画の内容に適合しない場

合は、建築主等に対して設計変更等の勧告を行います。

３．地区計画の届出手続 （都 市 計 画 法 第 58 条 の 2 に基 づく届 出 ） 

第三地区

〇神明一丁目、同四丁目地内
〇中央一丁目、同二丁目地内
〇本町一丁目地内 
〇榎三丁目地内 
〇学園一丁目、同二丁目地内

第一地区
第四地区

〇三ツ藤三丁目地内 
〇三ツ木二丁目地内 
〇中原一丁目、同二丁目、同三丁目地内
〇岸一丁目地内 〇神明三丁目、同四丁目地内

〇学園二丁目、同三丁目地内



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建築物の高さの最高限度 ： 20ｍ 

（おおむね６階建てまで建築可能） 
【幹線道路沿道地区Ａ】 
 沿道型の店舗や業務施設、中低層住宅

が複合的に立地するにぎわいと活力のある

良好な沿道市街地の形成 

⑸ 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

周辺景観との調和に配慮し、統一感のある街並みの形成を図るため、「建築物等の形態又は色彩その

他の意匠の制限」を定めています。 

① 屋根及び外壁等の色彩は、景観に配慮し、刺激的な原色

を避けた周辺環境と調和したものとします。 

② 屋外広告物は、周辺景観と調和するよう色彩、設置場所、

大きさ等に配慮したものとします。 

⑹ 垣又は柵の構造の制限 

防災性の向上や緑豊かな市街地環境の形成を図るため、「垣又は柵の構造の制限」を定めています。 

道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生垣又は透視可能なフェンス等とします。 

ただし、高さが 0.6ｍ以下の基礎、門柱及び門扉は除きます。 

⑷ 建築物の高さの最高限度 

後背地の既存住宅の住環境や狭山丘陵の景観に配慮するため、「建築物の高さの最高限度」を定めて

います。 

【幹線道路沿道地区Ｂ】 
 サブ核に隣接する地区であることから、店

舗、業務施設等が立地するにぎわいと生活

利便性の高い良好な沿道市街地の形成 

計画地区 用途地域 建蔽率 容積率 高度地区 防火・準防火

幹線道路沿道地区Ａ 準住居地域 ６０％ ２００％ ２高 準防火 

幹線道路沿道地区Ｂ 近隣商業地域 ８０％ ２００％ ２高 準防火 

第一 地 区 【神明三丁目、同四丁目、学園二丁目、同三丁目各地内】 

 第 二 地 区  

計画地区 用途地域 建蔽率 容積率 高度地区 防火・準防火

幹線道路沿道地区 準住居地域 ６０％ ２００％ ２高 準防火 

 

【神明一丁目、同四丁目、中央一丁目、同二丁目、本町一丁目、榎三丁目、学園一丁目、

同二丁目各地内】 

【幹線道路沿道地区】 
 沿道型の店舗や業務施設、中低層住宅

が複合的に立地するにぎわいと活力のある

良好な沿道市街地の形成 

・５～６階建ての街並みのイメージ 

・統一感のある街並みのイメージ

⑺ 土地の利用に関する事項 

緑豊かで潤いのある街並みの形成を目指すため､緑化に関する事項を定めています。 
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⑵ 土地利用の方針 

良好な沿道市街地の形成に向け、適切な土地利用の誘導を図ります。 

 １．地区計画の概要                            ～１頁から続く～ 

敷地内は緑化を進め、良好な環境づくりを図ります。 

特に、新青梅街道沿道の緑化に努めます。 

生 垣 門柱及び門扉 フェンス等（透視可能なもの） 

・壁面後退部の緑化のイメージ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

計画地区 用途地域 建蔽率 容積率 高度地区 防火・準防火

幹線道路沿道地区Ａ 準住居地域 ６０％ ２００％ ２高 準防火 

幹線道路沿道地区Ｂ 近隣商業地域 ８０％ ２００％ ２高 準防火 

第 三 地 区  

第 四 地 区  

【本町一丁目、同二丁目、三ツ木一丁目、同二丁目、三ツ藤一丁目、同二丁目、同三丁目

各地内】 

【三ツ藤三丁目、三ツ木二丁目、中原一丁目、同二丁目、同三丁目、岸一丁目各地内】 

計画地区 用途地域 建蔽率 容積率 高度地区 防火・準防火

幹線道路沿道地区 準住居地域 ６０％ ２００％ ２高 準防火 

 

【幹線道路沿道地区】 
 沿道型の店舗や業務施設、中低層住宅

が複合的に立地するにぎわいと活力のある

良好な沿道市街地の形成 

【幹線道路沿道地区Ｂ】 
 「都市核」及び既存商店街に近接し、

新青梅街道と主要市道第 93 号線の沿

道という立地を生かし、店舗、業務施設

等が立地するにぎわいと生活利便性の

高い良好な沿道市街地の形成

【幹線道路沿道地区Ａ】 
 沿道型の店舗や業務施設、中低層住宅

が複合的に立地するにぎわいと活力のある

良好な沿道市街地の形成 

３



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※下 記 の⑵～⑺については、各 地 区 ともに同 じ制 限 がかかります。 

⑴ 建築物等の用途の制限 

建築物の用途の混在化を防止し、にぎわいと活力のある沿道市街地にふさわしい建築物の誘導と、 

周辺環境と調和した良好な街並みの形成を図るため、「建築物等の用途の制限」を定めています。 

 建築基準法による用途の制限に加え、地区ごとに次の用途の建築物は建てることができません。 

【幹線道路沿道地区】及び【幹線道路沿道地区Ａ】 【幹線道路沿道地区Ｂ】 

① マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場、

その他これらに類するもの 

② 自動車教習所 

③ 畜舎 

準
住
居
地
域
の
制
限 

近
隣
商
業
地
域
の
制
限 

① マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場、

その他これらに類するもの 

② 自動車教習所 

③ 畜舎 

④ 倉庫業倉庫 

⑤ 自動車修理工場 

⑵ 建築物の敷地面積の最低限度 

敷地の細分化による建築物の建て詰まりを防止し、防災性の向上とゆとりある住環境を確保した

良好な沿道市街地を形成するため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定めています。 

敷地面積の最低限度 ： 150 ㎡ 

ただし、地区計画の決定前の既存の土

地又は公共施設の用地として提供したこ

とにより 150 ㎡未満となる土地などにつ

いては例外とします。 

⑶ 壁面の位置の制限 

街並みや景観、ゆとりある歩行環境等の向上を図るため、「壁面の位置の制限」を定めています。  

① 建築物の外壁又は柱の面から道路境界線までの距離：新青梅街道  1.0ｍ以上 

その他の道路 0.5ｍ以上 
ただし、軒高が 2.3ｍ以下かつ床面積が 5 ㎡以下の物置、軒高が 2.3ｍ以下の自動車車庫、外壁等の長さの

合計が 3ｍ以下のものは除きます。 

また、建築物の高さが 10m 以下かつ敷地面積が 150 ㎡未満の場合は、0.5m 以上とします。（新青梅街道）

② 建築物の外壁又は柱の面から隣地境界線までの距離：0.5m 以上 

1.0m 以上 0.5m 以上 

新

青

梅

街

道

・建築物の壁面後退のイメージ 

４ 

例）  

２．地区整備計画 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建築物の高さの最高限度 ： 20ｍ 

（おおむね６階建てまで建築可能） 
【幹線道路沿道地区Ａ】 
 沿道型の店舗や業務施設、中低層住宅

が複合的に立地するにぎわいと活力のある

良好な沿道市街地の形成 

⑸ 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

周辺景観との調和に配慮し、統一感のある街並みの形成を図るため、「建築物等の形態又は色彩その

他の意匠の制限」を定めています。 

① 屋根及び外壁等の色彩は、景観に配慮し、刺激的な原色

を避けた周辺環境と調和したものとします。 

② 屋外広告物は、周辺景観と調和するよう色彩、設置場所、

大きさ等に配慮したものとします。 

⑹ 垣又は柵の構造の制限 

防災性の向上や緑豊かな市街地環境の形成を図るため、「垣又は柵の構造の制限」を定めています。 

道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生垣又は透視可能なフェンス等とします。 

ただし、高さが 0.6ｍ以下の基礎、門柱及び門扉は除きます。 

⑷ 建築物の高さの最高限度 

後背地の既存住宅の住環境や狭山丘陵の景観に配慮するため、「建築物の高さの最高限度」を定めて

います。 

【幹線道路沿道地区Ｂ】 
 サブ核に隣接する地区であることから、店

舗、業務施設等が立地するにぎわいと生活

利便性の高い良好な沿道市街地の形成 

計画地区 用途地域 建蔽率 容積率 高度地区 防火・準防火

幹線道路沿道地区Ａ 準住居地域 ６０％ ２００％ ２高 準防火 

幹線道路沿道地区Ｂ 近隣商業地域 ８０％ ２００％ ２高 準防火 

第一地区 【神明三丁目、同四丁目、学園二丁目、同三丁目各地内】 

 第 二 地 区  

計画地区 用途地域 建蔽率 容積率 高度地区 防火・準防火

幹線道路沿道地区 準住居地域 ６０％ ２００％ ２高 準防火 

 

【神明一丁目、同四丁目、中央一丁目、同二丁目、本町一丁目、榎三丁目、学園一丁目、

同二丁目各地内】 

【幹線道路沿道地区】 
 沿道型の店舗や業務施設、中低層住宅

が複合的に立地するにぎわいと活力のある

良好な沿道市街地の形成 

・５～６階建ての街並みのイメージ 

・統一感のある街並みのイメージ

⑺ 土地の利用に関する事項 

緑豊かで潤いのある街並みの形成を目指すため､緑化に関する事項を定めています。 
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⑵ 土地利用の方針 

良好な沿道市街地の形成に向け、適切な土地利用の誘導を図ります。 

 １．地区計画の概要                            ～１頁から続く～ 

敷地内は緑化を進め、良好な環境づくりを図ります。 

特に、新青梅街道沿道の緑化に努めます。 

生 垣 門柱及び門扉 フェンス等（透視可能なもの） 

・壁面後退部の緑化のイメージ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 地区計画区域内で建築行為等を行う場合の手続の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行為の種別 図 面 図面の縮尺 備 考 

①各行為（②～⑤）に共通 案内図 適宜 方位、道路及び目標となる地物等を表示 

②土地の区画形質の変更 
区域図 1/1000 以上 

当該行為を行う土地の区域、当該区域内及び

その周辺の公共施設の状況等を表示 

設計図 1/100 以上 切土、盛土の範囲等を表示 

③建築物の建築・用途の変更 

工作物の建設 

配置図 1/100 以上 
敷地内における建築物等の位置と壁面の後

退距離を表示 

立面図 1/ 50 以上 ２面以上（屋根及び壁面の色を記入） 

平面図 1/ 50 以上 各階のもの（工作物の場合は不要） 

④建築物等の形態又は意匠の 

変更 

配置図 1/100 以上 敷地内における建築物等の位置を表示 

立面図 1/ 50 以上 ２面以上（屋根及び壁面の色を記入） 

⑤門、塀、垣、柵の設置・改修 
配置図 1/100 以上 敷地内における門、垣等の位置を表示 

立面図 1/ 50 以上 ２面以上（材料・高さ等を表示） 

⑥その他必要と認める書類 

① 土地の区画形質の変更（土地を分筆して宅地造成するなど土地の区画形質の変更を行う場合等） 

② 建築物の建築（建築物の新築、増改築又は移転（建築物に付属する門又は塀の移転を含む）を行

う場合等） 

③ 工作物の建設（一定規模以上の屋外広告物の建設、擁壁等の築造又は改修を行う場合等） 

④ 建築物の用途の変更（建築物の使用用途の変更を行う場合） 

⑤ 建築物等の形態又は意匠の変更（建築物の外壁、屋根の色彩の変更を行う場合等） 

不適合 適合 

設
計
変
更

建築確認を要しないもの 

  

勧告 

【地区の位置】 

⑴ 届出が必要な行為 

※地区計画の届出とは別に、新青梅街道沿道地区まちづくり計画の届出 

（まちづくり計画の区域内における建築行為等の届出書のみ）が必要となる場合があります。 

【地区計画とは】 

事
前
相
談 

地
区
計
画
の
届
出

届
出
の
審
査 

工
事
着
手 

都市核土地区画整理事業区域 

（都市核地区地区計画） 

適 合 
建築確認を 
要するもの 

確
認
申
請

確認
適
合
通
知 

〇本町一丁目、同二丁目地内 
〇三ツ木一丁目、同二丁目地内
〇三ツ藤一丁目、同二丁目、 

同三丁目地内 

地区計画とは、良好な市街地環境の形成・保持を図

るため、建築物等に関する事項など地区の特性にふさ

わしいきめ細かなまちづくりのルールを都市計画法に

基づいて定めるものです。 

⑴ 地区計画の目標 

 

このリーフレットは、新青梅街道

沿道第一地区から第四地区の「地

区計画の内容」と「建築行為等を行

う場合の手続」をまとめたものです。

この内容を十分にご理解のうえ、

ご協力をお願いします。 

新青梅街道沿道では、新青梅街道の拡幅整備に合わせて、沿道の適正かつ効果的な土地利用の誘

導を図るとともに、周辺環境と調和した沿道型の商業業務施設や中低層住宅が複合的に立地するに

ぎわいと活力のある沿道市街地の形成を図ることを目標とします。 

リーフレットの内容

新青梅街道沿道第一地区～第四地区 地区計画 

（地区計画の概要と届出手続） 

① 地区計画の区域内における行為の届出書 

② 建築計画概要書（建築確認申請に提出するもの一式）の写し 

③ 添付図面 （下記 「設計図書の種類」を参照のこと） 

④ 確約書（垣又は柵の構造や建築物の形態又は意匠が未定の場合） 

⑤ 委任状（申請者と届出者が異なる場合） 

⑥ その他必要と認める書類 

⑵ 届出に必要な書類（正副各 1 部） 

１．地区計画の概要                             ～２頁に続く～

【新青梅街道沿道地区まちづくりの方針図】 
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第二地区 

令和４年２月発行 

＜設計図書の種類＞ 

武 蔵 村 山 市  

【お問合せ先】 

武蔵村山市都市整備部都市計画課  
〒208-8501 東京都武蔵村山市本町一丁目１番地の 1 

TEL：042-565-1111 内線 274  FAX：042-566-4493 １

地区計画の区域内で建築行為等を行う場合、建築主等は、当該行為に着手する日の３０日前

までに、その内容を市長に届け出なければなりません。 

市では、届出された建築計画等が地区計画の内容に適合しているかどうかを審査し、適合し

ている場合は、適合通知書を交付します。また、建築計画等が地区計画の内容に適合しない場

合は、建築主等に対して設計変更等の勧告を行います。

３．地区計画の届出手続 （都 市 計 画 法 第 58 条 の 2 に基 づく届 出 ） 

第三地区

〇神明一丁目、同四丁目地内
〇中央一丁目、同二丁目地内
〇本町一丁目地内 
〇榎三丁目地内 
〇学園一丁目、同二丁目地内

第一地区
第四地区

〇三ツ藤三丁目地内 
〇三ツ木二丁目地内 
〇中原一丁目、同二丁目、同三丁目地内
〇岸一丁目地内 〇神明三丁目、同四丁目地内

〇学園二丁目、同三丁目地内


